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火山灰処理に関する課題

■ 法令上の⽕⼭灰の取り扱い
○「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」における「廃棄物」に該当しない
○「⼟壌汚染対策法」の対象外
○「海洋汚染等及び海上災害の防⽌に関する法律」における「廃棄物」に該当し、船舶等からの海洋への廃棄は原則禁⽌

（我が国は、ロンドン条約及び96年議定書の定める内容を「海洋汚染等及び海上災害の防⽌に関する法律」及び 「廃棄物の処
理及び清掃に関する法律」によって国内実施している）

※毒性のガス成分（HF,HCl,SO2,H2S,CO2,CO等）が付着している場合があり、サンプル調査等により化学的性質
を確認する等の留意が必要

※⼤量の降灰があった場合などにおいて、「環境⼤⾂が緊急に処理することが必要と判断した場合」は、海洋への廃棄
が認められる可能性がある。 環境省⼤⾂官房廃棄物・リサイクル対策部廃棄物対策課／

環境省⽔・⼤気環境局⽔環境課海洋環境室より内閣府が聞き取り（平成24年10⽉）

「⼤規模⽕⼭災害対策への提⾔」参考資料より(⼀部修正)

○これまでの例では、堆積した⽕⼭灰は、基本的には⼟砂として、道路やライフライン等の施設管理者（宅地から排
出された⽕⼭灰は市町村）において、それぞれ処分されている。処理の⽅法は、⼟捨て場への捨⼟や埋⽴て。

○⼤規模噴⽕が発⽣した場合には、⼤量の⽕⼭灰を処理する必要があり、各施設管理者や地⽅⾃治体だけでは
処分先を確保することは困難となることが想定される。

○今後、関係省庁が連携し、⼤量の⽕⼭灰を処理する⽅法の検討が必要である。
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■ 桜島（鹿児島市）

○火山灰は「捨て土」扱いで処理されている

○道路除灰作業で除去した火山灰は、ロードスイーパーから直接ダンプに積み替え、市街地の場合は市内の
川上町の捨て場（民間）に運搬し、ダンプトラックの台数と積載量を計測している

○火山灰は基本的に自然界のものであるため、最終処分にあたり環境への配慮はそれほど重視されていない。
ただし、除灰作業の中で混入する空き缶などの量が多い場合は、手作業で取り除いている。

○各家庭で集めた灰は、「克灰袋」に入れて「宅地内降灰指定置場」に出され、２tトラックで回収される。

■ 2000年 有珠山噴火

○除灰作業により収集された火山灰は、ダンプトラックで運搬され、虻田町内の砕石採取の跡地（民有地）や壮瞥
町内の河川敷堤内に捨土された。

○捨土の実施にあたっては、環境への影響を確認するため灰の土質試験が実施された。

■ 2011年 霧島山（新燃岳）噴火

○高原町は、役場近くに２箇所の用地を確保した。

○都城市では、約８万トンの容量がある市有地約4000m2を確保し、風による灰の飛散を防ぐため、集積場はいっ
ぱいになり次第、表面を土で覆う。

火山灰処理の事例①

「⼤規模⽕⼭災害対策への提⾔」参考資料再掲
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（参考）災害廃棄物の仮置き場の選定

災害廃棄物対策指針 技術資料
「技18-3 仮置場の確保と配置計画に当たっての留意事項」

■仮置場候補地の選定に当たってのポイント
【平時】
以下の場所等を参考に、表１に⽰す条件を考慮して仮置場の候補地
を選定する。

① 公園、グラウンド、公⺠館、廃棄物処理施設、港湾等の公有地
（市有地、県有地、国有地等）

② 未利⽤⼯場⽤地等で、今後の⽤途が⾒込まれておらず、⻑期に
わたって仮置場として利⽤が可能な⺠有地（借り上げ）

③ ⼆次災害のリスクや環境、地域の基幹産業への影響が⼩さい地域
※空地等は災害時に⾃衛隊の野営場や避難所・応急仮設住宅等

としての利⽤が想定されている場合もあるが、調整によって仮置場と
して活⽤できる可能性もあるため、これらも含めて抽出しておく。

都市計画法第６条に基づく調査で整備された「⼟地利⽤現況図」を参
考に仮置場の候補地となり得る場所の選定を⾏う⽅法も考えられる。

候補地の合計⾯積が災害廃棄物処理計画上の必要⾯積に満たない
場合は、表１に⽰す条件に適合しない場所であっても、利⽤可能となる
条件を付して候補地とするとよい。（例︓街中の公園...リサイクル対象
家電（４品⽬）等、臭気発⽣の可能性の低いものの仮置場としての
み使⽤する等）








